市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 等 ( 令 和 3 年 7 月 ) 
令 和 3 年 8 月 16 日 現在 
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1 | し 上 市 義務 教育 費 国庫 負担 制度 概 持 と 拡充 、 教 育 予算 拡充 、 教 職員 定数 | Ra715 
改善 及び 30 人 以下 学級 の 実現 を 求め る 意見 書 



























































































































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 3 年 7 月 15 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 堅持 と 拡充 、 教 育 予算 拡充 、 教 職員 定数 改善 及 
び 30 人 以下 学級 の 実現 を 求め る 意見 書 
現在 、 学 校 現場 で は 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 に よる 感染 症 対策 、 外 国語 教育 、1 化 
に 加え 、 児 童 生徒 を 取り 巻く 、 い じ め ・ 不 登校 ・ 孤 独 ・ 貧 困 ・ 虐 待 な ど 年 々 複雑 化す る 環 
境 へ の 対応 に 日 々 追わ れ て いま す 。 加 えて 中 学校 は 進路 の 相談 も きわ め て 重要 で す 。 
し か し 、 今 の 体制 で は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 、 児 童 生徒 一 人 ひと り の 心 の 成長 や 
諸 課 題 に 向き 合う 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 困難 な 状況 で す 。 
子ども た ちの 心 と 身体 の 成長 に 寄り 添い 、 生 きる 力 を 育て る た め に は 義務 教育 の 基礎 が 








保証 され な けれ ば な り ま せん 。 
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徐 改 善 
正規 の 職員 
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表 の 重要 な 基礎 と し て 、 憲 法 の 要請 
育 が 受け られ 、 か つ 無 償 で ある 
し 、 国 は 財政 状況 を 理 
り 、 さ ら に は 
分 の 1 に 引き 下げ まし た 。 地方 交付 税 そ の も の が 肖 
本 も 確実 に 
治 体 の 財政 規模 に よっ て 教育 格差 が 生じ る こと は 大 き 








に 基づき 、 

















どこ に 住ん で いて も 同じ 水準 








に 義務 


原則 を 守る た め 


















































徐 教 育 費 国庫 負担 制度 が 設立 され 




















に 教材 費 や 図 書 


購入 費 を は じ め 様 々 な 経費 を 次 々 と 























小泉 政権 の 三位一体 改革 で 、 
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こ 担保 され て いる と いう 保 記 














交付 税 ( 











ら に は OECD 並み の 教 





育 予 算 の 





員 の 定数 に 関し て は 、 授 業 を こなす た め の 機 械 的 割り 出し で は な く 
が 図ら れる 定数 に し て いか な けれ ば な り ま せん 。 

を 増やす た め の 基 礎 定数 その も の の 改善 が 求め られ て いま す 。 

E 進 に つい て は 、 今 年 度 より 小学 校 の み が 段 階 的 35 人 学級 に 改定 され まし た 。 
し か し 、 先 進 諸 外 国 で は 20 人 前 後 の 学級 規模 と な っ て お り 、 
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の 1 か ら 3 
減ら され た 





国 の 負担 を 2 分 
て いる 中 に あっ て 、 
証 は あり ませ ん 。 

な 問題 で す 。 交 付 税 の 拡充 と と 
さら な る 拡充 が 求め られ て いま 



































長 時 間 勤 務 な ど 学 














日 本 は 未だ に OE CD の 中 で 











































































































最も 学級 規模 の 大 きい 国 の 一 つ に な っ て いま す 。 
少子 化 に 合っ た 学級 編制 の 標準 に し て いく た め に も さら な る 法 改正 が 必要 で す 。 
教育 現場 の 現状 を 重視 し 、 す べ て の 子ども が 等 し く 水準 の 高い 教育 を 受け る た め 、2022 
年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 を 実現 する よう 強く 求め ます 。 
記 
1. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 制 度 の 堅持 と と 
も に 、 国 庫 負 担 割 合 を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
2. 学校 設備 整備 費 、 就 学 援助 費 、 学 校 図書 館 費 、 学 校 ・ 通 学 路 の 安全 対策 費 な ど 、 地 方 
交付 税 を 含む 国 の 教育 予算 を 拡 去 す る こと 。 
3. 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 























4. OECD 諸国 並み の ゆたか な 教育 環境 を 整備 する た め 、 3 0 人 以下 学級 の 学級 規模 を 





めざし 、 さ ら に 少 人 数 学級 を 推 
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治 法 第 9 9 条 の 規定 ( 











進 す る こと 。 
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